
事業承継・引継ぎの推進に向けて

令和５年２月

中小企業庁 財務課
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⚫ 経営者年齢のピークは、 2000年に「50歳～54歳」であったのに対して、2015年には「65歳～
69歳」となっており、経営者年齢の高齢化が進展。

⚫ また、高齢の経営者における後継者不在率も改善しているが、依然として高い水準。

経営者の高齢化と後継者不在率の高止まり

後継者不在率の推移（年代別）

【資料】 帝国データバンク「全国企業『後継者不在率』動向調査」
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経営者年齢の変化
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（注）「2020年」については、2020年９月時点のデータを集計している。

【資料】 中小企業白書（2021）より（株）東京商工リサーチ「企業情報ファイル」再編加工
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⚫ 近年、我が国における休廃業・解散数は新型コロナウイルス感染症の影響もあって増加傾向。

⚫ 黒字廃業の比率が約6割を占める状況が続いており、後継者不在の中小企業は、仮に黒字経
営であっても廃業等を選択せざるを得ない状況。

廃業等の増加傾向

休廃業・解散、倒産件数の年次推移 休廃業・解散事業者の損益別比率

【資料】(株)東京商工リサーチ「2022年『休廃業・解散企業』動向調査（2023年1月）」 【資料】(株)東京商工リサーチ「2022年『休廃業・解散企業』動向調査（2023年1月）」
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（注）「休廃業・解散」は、倒産（法的整理、私的整理）以外で事業活動を停止した企業
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事業承継に期待される効果

⚫ 事業承継によって経営者が若返ることで、生産性向上等につながる可能性あり。例えば、若い経
営者層では売上高が増加する傾向にあるとの調査がある。

⚫ また、ポストコロナに向け、事業再構築等の新しい取組の重要性が高まっている。こうした中で、経
営者年齢が若いほど、新たな販路開拓や新商品サービスに取り組む傾向にあるとの調査もある。

経営者年齢層毎の売上高の変化
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【資料】 日本商工会議所「事業承継と事業再編・統合の実態に関するアンケート」
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【資料】 平成28年度 中小企業庁委託調査
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中小M&Aを推進する意義

⚫ 経営資源の散逸の回避：廃業等に伴って経営資源が散逸する事態を回避

⚫ 生産性向上等の実現：生産性向上や新たな日常に対する事業再構築を実現

⚫ リスクやコストを抑えた創業：他者の経営資源を引き継いで行う創業を促進
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【資料】経済産業省「企業活動基本調査」再編加工

（年度）

M&A実施企業の方が生産性が高い傾向

M&A実施後の譲渡側従業員の雇用継続状況
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（注）M&A実施について、「2015年以降にM&Aを実施したことがある」と回答した者に対する質問

【資料】（株）東京商工リサーチ「中小企業のM&Aに関するアンケート調査」

譲渡側の全従業員の雇用を継続した案件が８割超
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事業承継・M&Aに関する主な支援策（一覧）

引継ぎの準備 引継ぎ後の経営革新等円滑な引継ぎ

○気づきの提供 ○事業承継の相談／M&Aのマッチング ○引継ぎ後の設備投資等

⚫
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事業承継診断
事業承継・引継ぎ補助金（設備投資、販路開拓等）
⚫ 事業承継やM&A後の設備投資や販路開拓等を支援
⚫ R3年度補正予算では、生産性革命推進事業に位置付け、年間を

通じた機動的かつ柔軟な支援を実施。

経営資源集約化税制②（設備投資）
⚫ M&Aに係る投資額の10％を税額控除 又は 即時償却

事業承継・引継ぎ支援センター
⚫ 各都道府県の事業承継・引継ぎ支援センターで、事業承継の相談、

M&Aに係るマッチング支援等を実施。R4年度当初予算で大幅拡充。

事業承継・引継ぎ補助金（専門家活用）
⚫ M&A時の専門家活用を支援（仲介手数料、DD費用等）
⚫ R3年度補正予算では、生産性革命推進事業に位置付け、年間を通

じた機動的かつ柔軟な支援を実施。

経営資源集約化税制①（準備金）
⚫ M&A後のリスクに備えるため、据置5年の準備金を措置
⚫ M&A実施時に、投資額の70％以下の金額を損金算入

○M&A後のリスクへの備え

○M&A時の費用負担軽減

事業承継税制（法人版、個人版）
⚫ 事業承継時の相続税・贈与税を実質負担ゼロに
⚫ R4年度税制改正において、法人版の特例承継計画の確認申請の期

限を１年延長

○事業承継時の相続税・贈与税の実質負担ゼロ

○円滑な事業承継やM&Aを進めるための指針

（凡例）

事業承継とM&Aの両方に適用

事業承継のみに適用

M&Aのみに適用

M&A支援機関の登録制度
⚫ 「事業承継・引継ぎ補助金」による補助対象を、登録支援機関による支援に限定

（登録事業者：2,823者 R4年3月時点） M&A支援機関に係る自主規制団体
⚫ 自主規制団体において、適切なルールの徹底、M&A支援人材の育成、苦情相談等を実施

中小M&Aガイドライン
⚫ 契約書のひな形、手数料の判断基準、M&A支援機関の行動指針等を提示

事業承継ガイドライン
⚫ 中小企業における円滑な事業承継やM&Aのために必要な取組、活用すべきツール、注意すべきポイント等を紹介

中小PMIガイドライン
⚫ 譲受側がM&A後の統合作業（PMI）の取組を適切に進めるための「型」等を提示

今回ご紹介する施策



事業承継・引継ぎ補助金の概要
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⚫ ①事業承継・M&A後の新たな取組（設備投資、販路開拓等）、②M&A時の専門家活用（仲
介・フィナンシャル・アドバイザー、デュー・ディリジェンス等）、③廃業・再チャレンジの取組を支援。

後継者先代経営者

「事業引継ぎ（M＆A）時」 等にかかる
費用を補助

【対象経費の例】
⚫M&A仲介業者やFAへの手数料※

（着手金/成功報酬）
⚫価値算定費用
⚫デュー・ディリジェンス費用

「承継後の取組」にかかる費用を補助

【対象経費の例】
⚫新築・改築工事費用
⚫機械装置の調達費用

M&Aが対象 親族内承継、M&A、
経営資源引継ぎ型創業等が対象

経営革新専門家活用

「承継時に伴う廃業」にかかる費用を補助

【対象経費の例】
⚫廃業登記費、在庫処分費、解体費、現状回復費

※M＆A支援機関登録制度に登録されたFA･M＆A仲介業者が提供するものが補助対象

廃業・再チャレンジ

譲渡できなかった
事業の廃業等

譲り受けた
事業の一部廃業等
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⚫ 事業承継・M&A後の経営革新（設備投資・販路開拓等）に係る費用を補助。

（参考）事業承継・引継ぎ補助金（令和4年度補正予算）（経営革新事業）

経営革新事業の概要

◆ 創業支援型
他の事業者が保有している経営資源を
引き継いで創業した場合

◆ 経営者交代型
親族内承継等により経営資源を引き継
いだ場合(後継者が引き継ぎ予定の
場合を含む）

◆ M&A型
M&A（株式譲渡、事業譲渡等）によ
り経営資源を引き継いだ場合

対象者 補助率・補助上限額

補助率 1/2・2/3補助

補助上限 600~800万円＊

要件

〇中小企業者等のうち、①小規模、②営業利益
率の低下(物価高影響等)、③赤字、④再生事
業者のいずれかに該当
※上記に該当しない場合は補助率1/2

〇付加価値額 or 付加価値額/人、が+3%
〇グリーン、ＤＸ、事業再構築に資する取組のいず
れかに取組む者

＊一定の賃上げ(事業終了時に事業場内最低賃金が地域内最低賃金＋
30円(既に達成している事業者は、事業場内最低賃金＋30円))を実施す
る場合、補助上限を600万円から800万円に引き上げ

詳細は今後公表する公募要領をご確認ください



9

⚫ M&A時の専門家活用に係る費用（ファイナンシャルアドバイザー（FA）や仲介に係る費用※、
デュー・デリジェンス、セカンド・オピニオン、表明保証保険料等）を補助。

⚫ FA・仲介費用については、「M&A支援機関登録制度」に登録されたFA・仲介業者による支援
に係る費用だけが補助対象。

（参考）事業承継・引継ぎ補助金（令和4年度補正予算）（専門家活用事業）

専門家活用事業の概要

◆ 買い手支援型
M&Aに伴い経営資源を譲り受ける予定の中小企業等

◆ 売り手支援型
M&Aに伴い自社が有する経営資源を譲り渡す予定の
中小企業等

補助率 1/2・2/3補助

補助上限
600万円

※M&Aが未成約の場合は300万円

要件

（売り手支援型のみ）
①赤字、②営業利益率の低下(物価高影響
等）のいずれかに該当する場合：
補助率2/3（該当しない場合補助率1/2)

※FA・仲介費用については、「M&A支援機関登録制度」に登録
されたFA・仲介業者による支援に係る費用だけが補助対象

登録M&A
支援機関
（一覧）

対象者 補助率・補助上限額

※買い手支援型のみ、賃上げ表明をした場合加点

詳細は今後公表する公募要領をご確認ください



10

⚫ 事業承継・M&Aに伴う廃業等に係る費用（原状回復費・在庫処分費等）を補助。

⚫ これまでと異なり、一定の要件を満たす場合には、事業承継・M&Aを伴わない廃業も補助。

（参考）事業承継・引継ぎ補助金（令和4年度補正予算）（廃業・再チャレンジ事業）

◆ 事業承継又はM＆Aの譲受側（買い手）
経営革新事業 又は 専門家活用事業に併用する形で廃業費を支援

◆ M&Aの売り手
① M&Aにより一部事業譲渡を行う際に、廃業を伴う場合は専門家活用型に併用する形で支援
② M&Aの成約に向けた取組を行ったもののM&Aが成約せず廃業せざるを得ない場合であって、再チャレン

ジに取り組もうとする者の廃業費用を廃業支援型単独で支援

廃業・再チャレンジ事業の概要

対象者

・ 補助率： ～2/3補助
・ 補助上限： 150万円

補助率・補助上限額

詳細は今後公表する公募要領をご確認ください
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事業承継/中小M&A推進施策の全体像

事業承継に向けたステップ（事業承継ガイドラインより抜粋）

中小M&Aガイドライン
反映

中小PMIガイドライン

サポート

準備

承継
円滑化

事後への
挑戦

1

2

3

事業承継に向けた準備の必要性の認識

経営状況・経営課題等の把握（見える化）

事業承継に向けた経営改善（磨き上げ）

事業承継計画策定

事業承継の実効

ポスト事業承継（成長・発展）

親族内・従業員承継

マッチング実施

M&A等の実行

社外への引継ぎ

プ
レ
承
継

中小M&A推進計画
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事業承継ガイドラインのポイント（事業承継に向けた５ステップ）

⚫ 事業承継の円滑化のために、事業承継に向けた５ステップとして、中小企業経営者が
準備することをステップ別に明記。



⚫ 「事業承継ガイドライン」が2016年度に改訂されてから約5年が経過し、後継者不在率が改善傾向にあるな
ど、事業承継は徐々に進みつつあるが、経営者の高齢化に歯止めがかからないなど、事業承継の取組は道半
ば。

⚫ 特に足下で長期化している新型コロナウイルス感染症の影響もあり、事業承継を後回しにする事業者も少なく
ないことも踏まえ、円滑な事業承継をより一層推進するため、「事業承継ガイドライン」を改訂し、前回改訂
時以降に事業承継に関連して生じた変化や、新たに認識された課題と対応策等を反映した。

事業承継ガイドラインの改訂

掲載データや施策等を更新

• 事業承継は全国一律には進んで
おらず、地域や業種等によって格差

• 法人版事業承継税制、個人版事
業承継税制、所在不明株主の整
理に係る特例等の支援措置につい
ての詳細な説明を更新、追加

• 事業承継に関する支援策一覧を
別冊にて新たに用意

増加傾向の従業員承継や第三者
承継（M&A）に関する説明を拡
充

• 従業員承継について、事業者ヒアリン
グ等を行い、後継者の選定・育成プロ
セス（後継者候補との対話、後継者
教育、関係者の理解・協力等）等の
内容を充実

• 第三者承継（M&A）について、
2020年3月に策定された「中小M&A

ガイドライン」等の内容を反映し、充実

現経営者だけでなく後継者目線
の記載を追記

•事業承継の実施時期は、後継者に
とっては遅い傾向
•事業承継によって企業の売上高や
利益が成長する傾向
•事業承継に向けた経営改善（磨
き上げ）は、後継者候補との協力
実施も有効

事業承継ガイドライン改訂の主なポイント

1 2 3

13
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⚫ 一般的に、｢M&A｣とはマッチングから交渉等を経てクロージングまでを指し、M&A後に行われる組
織や業務の統合作業は｢PMI（Post Merger Integration）｣と呼ばれる。

PMI （Post Merger Integration）とは

M&Aの実行フロー 一般的なPMIのフロー

【出典】中小企業白書（2018年）を一部加工
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マッチング時 交渉時 統合時

PMI

＝

PMIプロセスの全体像

⚫ 統合の基本方針及びシナジー効果によるＫＰＩの設定
⚫ 各作業工程の節目の設定

PMI推進体制の組成

⚫ プロジェクトの決定機関・事務局の設定
⚫ 各分野と部署におけるＷＧの設計・人選

現状分析・論点の洗い出し

⚫ 新体制における業務継続、目標達成に関わるリスク事項、検討課題
の整理

検証・対策の具体化

⚫ 営業、業務、法務、財務、会計、システム等各方面から検証し対策の
具体化

必要事項や規程の書面化、統合後の事業計画作成

⚫ 決定したことの書面化、規程やマニュアル類整備
⚫ 統合後の事業計画作成

各種施策のフォローアップ

⚫ DD指摘事項への対応状況のフォローアップ
⚫ KPIのモニタリングを実施し、適宜問題解決

１
月
～
数
ヶ
月

数
ヶ
月
～
１
年



⚫ 中小企業におけるPMIを推進するべく、支援機関が少ない現状を踏まえ、中小企業・支援機
関の理解に向け、譲受側がPMIの取組を適切に進めるための手引きを策定。

⚫ M&A成立以前の取組（“プレ”PMI）及びPMI集中実施期の後の取組（“ポスト”PMI）も含
めて、時系列で実施すべき取組を整理。

中小PMIガイドラインの概要



⚫ 中小企業の後継者を対象に、家業を活かした新規事業のビジネスプランを競うピッチイベント。中小
企業の承継がビジネスチャンス・成長の機会であるという社会的機運の醸成を目的に、令和２年度
から開催。また、現経営者をはじめとする社内外における新規事業・後継者への理解向上にもつな
がっている。

⚫ 今年は、総勢192名（昨年、138名）のエントリー者のうち、書類審査の上、地方予選大会（今
年新設）を3ブロックで実施（西、中、東日本）。各ブロック上位5名の計15名がファイナリストとし
て決勝大会に進出。

「アトツギ甲子園」概要

✓公式サイトの特設ページでの紹介の他、複数のメディアにも掲載
✓ピッチイベントで発表した新規事業アイデアの事業化に向け販路
開拓等に取り組む際、持続化補助金の後継者支援枠（上限
200万円補助・補助率２／３）の申し込みが可能 など

最優秀賞者や優秀者への特典

令和３年度のファイナリスト
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